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1）内閣府：令和6年版 防災白書,特集1 第3章 第2節「火山」との共生．
2）「東日本大震災からの復興における観光産業の有効性 ～宮城県山元町を事例に～」,2019．
3）「『観光を通じた災害復興』研究に関する基礎的考察 ―ダークツーリズム論の限界とレジリエンス論からの示唆―」,2016．
注1) 災害救助法の適用市区町村および激甚災害の指定状況については,内閣府が公表する『防災白書』および防災関連ウェブページを参照する。
注2) 本研究において「温泉地」とは,1つ以上の源泉を有し,1つ以上の宿泊施設を備える市区町村と定義する。

既往研究
・稲葉2)は,被災地の様々な産業が復興過程で果たした役割を分析し,観光産業が

被災地域の再構築に有効であるとされている
・間中3)は, 「観光を通じた災害復興」を結果ではなく,地域再生に至る過程に

注目する必要性を指摘している

被災温泉地の復興過程に着目して分析することは,復興に向けた様々な施策を,
どの段階で取り組むべきか,重点化すべきかを検討するうえで有効である

〈目的〉
激甚災害法の指定かつ災害救助法の適用注1)を受けた温泉地注2)を対象に,
災害種別や人口,高齢化率などの地域特性が復興期間の⾧さに影響を与える関係性と,
復興過程における災害対応策を明らかにする

１．研究の背景と目的

【現状】
日本の温泉地は地域経済を支える重要な観光資源である一方,多くが災害リスクの
高い地域に立地している1）

近年の災害激甚化により施設被害や風評被害が頻発し, 観光客数の減少が発生
している

写真1 能登半島地震で石川を代表する和倉温泉 写真2 熱海・伊豆山で大規模土石流



３．復興期間と災害種別および地域特性の傾向
3－1 復興期間の定義

2. 研究対象地の選定方法

災害救助法・激甚災害は,内閣府が発行する「防災白書」や「内閣府防災ページ」から市区町村を確認する。
各県が発行している「温泉利用状況」から源泉と宿泊施設数を持つ市区町村を確認する

181市区町村の観光客数が,被災前の水準
に戻るまでの年数を復興期間と定義する

本激：被害が大きく,影響が
広域な災害

局激：被害が特定地域に集中
する災害

図2 阿蘇市年間観光客数

復興期間は７年

災害救助法：1947年（昭和22年）
激甚災害 ：1962年（昭和37年）

観光客数が確認できたもの(1988年以降)

➤災害件数156件(114市区町村)

図1 研究の対象地の選定

（本激）＋災害救助法に指定された市区町村 
＋ 

局激に指定された市区町村 
 

温泉地を持つ市区町村 
(源泉１以上 ＋ 宿泊施設１以上) 

857 
市区町村 

181 
市区町村 



復興期間 本激 局激 本激 局激 本激 局激 本激 局激

短期（1-2年） 21 (13.5%) 11 ( 7.1%) 8 (5.1%) 4 (2.6%) 11 (  7.1%) 8 (5.1%) 18 (11.5%) 3 (1.9%) 84 (53.8%)

中期（3-4年） 8 (  5.1%) 7 ( 4.5%) 3 (1.9%) 2 (1.3%) 4 (  2.6%) 1 (0.6%) 9 (  5.8%) 2 (1.3%) 36 (23.1%)

⾧期（5-10年） 10 (  6.4%) 8 ( 5.1%) 3 (1.9%) 1 (0.6%) 6 (  3.8%) 0 (0.0%) 3 (  1.9%) 2 (1.3%) 33 (21.1%)

復興途中 0 (  0.0%) 0 ( 0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 2 (  1.3%) 0 (0.0%) 1 (  0.6%) 0 (0.0%) 3 (  1.9%)

合計 39 (25.0%) 26 (16.7%) 14 (8.9%) 7 (4.5%) 24 (15.4%) 9 (5.8%) 31 (19.9%) 7 (4.5%) 156 (100%)

災害別合計 156 (100%)65 (41.7%) 21 (13.5%) 32 (20.5%) 38 (24.3%)

全体

()内の数値は全体に対する割合を示している

災害種別

豪雨 台風 地震 噴火

表1 復興期間と災害種別

●復興期間と災害種別による関係性を明らかにする

３ー２．復興期間と災害種別による傾向

多くの温泉地で,2年以内に観光客数の回復が見込める
豪雨災害は発生頻度が最も高く,復興期間が⾧期におよぶ災害

3）菊池遼「災害においてNPO・NGOが意識すべき支援フェーズモデルの提案 －A．H．Maslowの段階欲求説に基づいて－」日本
災害復興学会論文集 No.19, 2021.12

全災害（156件）のうち,全体の53.8%にあたる84件が1-2年の短期で復興している

豪雨災害が全体の41.7%を占め,⾧期にわたる災害の50％以上を占めている

復興期間は菊池3）の研究を参考に以下4つに分類する。
短期（1–2年）／中期（3–4年）／⾧期（5–10年）／復興途中（10年以上）



図2 災害発生地点と災害種別

３－３．災害発生地と災害種別

●災害発生地点を地図上に
可視化し,災害種別との関係を含めた
温泉地の空間的分布の傾向を把握する

東北地方は,
内陸部に噴火
沿岸部に地震が多くみられ,
⾧期におよんでいる

九州地方に
豪雨と台風が多くみられ,
⾧期におよんでいる

災害が集積している地方ほど, 
復興が⾧期化しやすい傾向



３－４．復興期間と地域特性

●復興期間と地域特性の関係性
を明らかにする

総人口が少ないことや高い高齢化率などによる人手不足が復興期間の⾧さに影響を
与えている
人口,財政力指数などの地域特性を優位に備えていることが,迅速な復興を後押しした

復興期間

標準得点

（最大値）

標準得点

（最大値）

標準得点

（最大値）

標準得点

（最大値）

標準得点

（最小値）

標準得点

（最小値）

標準得点

（最小値）

標準得点

（最小値）

3.19 2.93 4.71 0.58

-0.69 -0.58 -0.48 2.93

1.94 1.78 2.77 1.77

-2.60 -1.29 -1.48 -1.29

4.30 2.65 2.99 3.26

-0.49 -0.62 -0.68 -0.64

2.57 1.77 4.45 2.37

-1.70 -1.65 -0.09 -1.65

1.43 1.23 1.90 1.23

-1.58 -2.03 -1.31 -2.03

3.29 2.79 2.66 2.80

-0.80 -0.71 -0.59 -0.71

4.07 2.64 3.89 2.64

-0.91 -0.97 -0.97 -0.98

3.32 1.88 -0.48 1.88

-0.60 -1.58 -0.49 -1.58

2.50 2.90 4.50 4.70

-0.80 -0.50 0.30 2.20

短期（n = 84） 中期（n = 36） ⾧期（n = 33） 復興途中（n = 3）

人口特性

空間的特性

観光基盤

財政基盤

指標

（平均値）

指標

（平均値）

20.26 137.83 43.48

源泉数

（箇所）

財政力指数

（－）

災害復旧費

（億円)

32.51

1014.08

宿泊施設数

（軒）

51.28

指標

（平均値）

288.18
総人口

（千人）

高齢化率

（％）

人口密度

（人/km²）

面積

（km²）

DID人口比

率（％）

指標

（平均値）

4.08

36.96 14.61

38.45

338.73

384.46

35.13

41.47

188.38

398.45

26.66

542.09

50.35

33.54

464.00

536.36

指標

赤字：各指標で最も高い値 青字：各指標で最も低い値

0.42

57.63 129.51

0.32

10.15

0.57

4.13

26.94

0.53

26.49

12.35 17.25 12.12

表2 復興期間と地域特性

復興期間が復興途中である
温泉地では, 総人口,人口密度，
DID人口比率,源泉数,宿泊施設数
,財政力指数が最も低く,小規模な
温泉地

復興期間が短期に及ぶ温泉地では,
総人口,人口密度,面積, 宿泊施設数
,財政力指数の平均値が高く,
高齢化率が低い



４．復興期間ごとの災害支援策の傾向

公共インフラ・宅地復旧施策が復興過程において重視されている
災害対応策が一定の制度的枠組みに基づいて実施されている実態を反映している

➁公共インフラ・宅地復旧施策
の割合が最も高い

災害種別ごとの全体合計に
着目すると,同じような構成比
を示している

表3 災害支援策の事業区分

事業区分

①被災者生活支援施策

② 公共インフラ・宅地復旧施策 

③事業・産業再建支援施策

④観光復興・地域振興施策

●地域特性だけでは説明できない
要因を探るため,復興期間ごとに
各施策の実施割合や事業内容の
違いを明らかにする

④観光復興・地域振興施策
の割合は10%～23%程度

表4 復興期間と災害対応策



熊本県人吉市（令和2年7月豪雨） 福島県郡山市（2019年東日本台風）

時系列フェーズ 主体

行政 被害把握、避難所設置、生活インフラ応急復旧 被害把握、避難所運営、道路・上下水応急復旧

観光事業者 旅館・飲食店営業停止、被害共有 宿泊・観光施設の被害確認

観光復興マネジメント 女将の会による安否確認・クラウドファンディング 観光団体による被害情報集約

民間・企業
・全国旅館組合等からの義援金

・酒造メーカー等の業界内支援

・取引先企業による設備復旧支援

・金融機関による緊急融資

・サプライチェーン維持目的の企業支援

行政 なりわい再建支援補助金設計、復興方針策定 住宅・企業支援制度開始

観光事業者 仮営業・再開準備 設備復旧、営業再開準備

観光復興マネジメント クラウドファンディング、支援ツアー 広域DMOによる情報発信

民間・企業

・大手旅行会社との商品造成

・メディア企業による無償PR協力

・デザイナー・建築家のプロボノ参加

・旅行会社による送客再開

・イベント運営会社との連携

・スポンサー企業による催事支援

行政 補助金継続、防災×観光政策検討 ふっこう割等による需要喚起

観光事業者 防災ツーリズム参画、高付加価値化 通常営業への回帰

観光復興マネジメント 関係人口維持イベント DMO主導プロモーション

民間・企業

・外部企業による地域共創プロジェクト

・スタートアップ連携（実証実験）

・ESG/CSV文脈での関与

・MICE誘致に伴う企業需要回復

・スポンサー・広告収入の回復

・広域イベントへの企業参画

復興達成（年間観光客数が被災前を上回る）

行政 ⾧期復興計画再設計、交通復旧調整 観光政策の都市政策統合

観光事業者 脱マスツーリズム模索 投資再開

観光復興マネジメント 地域ブランド再構築 データ分析型誘客

行政 創造的復興（BBB）推進 質的向上型観光転換

観光事業者 ウェルネス・グリーンツーリズム 都市型観光高度化

観光復興マネジメント 防災×観光の価値化 広域連携DMO定着

復興達成（年間観光客数が被災前を上回る）

復興・再構築期（5年以上）

内容

発災直後（0～7日）

応急・緊急対応期（1～4か月）

復旧初期（1～2年）

復旧後期（2～5年）

表5 復興期間中の災害対応策

5．類似規模の災害における復興期間の差異
5－1 ケーススタディの選定方法

・温泉地を有する市区町村では,台風や豪雨による災害が全体の50%以上を占めている
・既往研究16)では火山災害や地震災害を対象とした研究が中心である
●温泉地における豪雨と台風に焦点を当て,被害規模や浸水状況が類似し,復興過程に

差異がみられる市区町村をケーススタディの対象とした

5－2 復興過程における災害対応策の比較

観光復興マネジメント クラウドファンディング、支援ツアー
応急・緊急対応期（1～4か月）

熊本県人吉市（令和2年7月豪雨）
【短期】
行政による支援制度が整う前に,
地域の民間組織が自律的に動いた

民間事業者を中心とし,行政が
制度的・財政的に支援する協働体制
によって推進されていた 行政 補助金継続、防災×観光政策検討 ふっこう割等による需要喚起

発災直後から応急・緊急対応期における主体や意思決定プロセス,協働体制が復興期間
の⾧さに影響を及ぼしている可能性



６．総括

復興期間と災害種別および地域特性の傾向

豪雨が復興期間の⾧さに影響を及ぼすように,復興期間と災害種別には関係があること
が明らかとなった

また,災害発生地点を確認すると,災害が集積することにより,復興期間が⾧期に及ぶ可能
性があることが考えられる

復興期間の⾧さには, 人口や高齢化率などの地域特性が複合的に影響していることが
明らかとなった

復興期間ごとの災害対応策の傾向

災害対応策の構成比などの定量的指標のみでは説明しきれない可能性として,
初動期を担う主体の「意思決定プロセス」,協働体制が影響を及ぼしている可能性

発災直後の初動段階においては,既存の組織図や形式的な手続きに縛られることなく,
現場の状況に応じて即座に判断し,自律的に行動できる「小規模な組織」や

「協働体制」こそが,復興を早期に進める上で重要な役割を果たしている



激甚災害の指定状況

●災害名,市区町村名,適用すべき処置が記載されている(『防災白書』)



温泉地の定義



4．災害対応策の実施傾向の把握
4－1 復興事業における災害対応策の整理

5）林 春男,田村 圭子,井上 弘樹,立木 茂雄(2011)「被災者台帳を用いた生活再建支援業務の標準化」地域安全学会梗概集 No.28
6）佐藤 滋(2012)「東日本大震災からの復興まちづくり」都市計画 Vol.61, No.1
7）三井 卓也, 塩崎 賢明(2013)「観光地における災害からの復興プロセスに関する研究」 日本建築学会計画系論文集 Vol.78, No.690

復興事業を林ら5）や佐藤６）, 
三井７）の研究に基づき,災害支援策
を4区分に整理した(表3)。

災害発生後の各段階において,
多様な支援施策が講じられている

それぞれの施策が復興に影響を
与えている

表3 災害支援策の事業区分

区分 事業名・内容

被災者生活再建支援金（住宅の全壊等に対する支援金の交付）

災害救助法に基づく応急仮設住宅の供与（プレハブ・民間借上げ）

災害公営住宅の整備（低所得・高齢者等への恒久住宅提供）

一時避難所の設置・運営、物資配布

心のケア・見守り支援（保健師巡回、仮設訪問など）

災害復旧事業（道路、橋梁、河川、上下水道等の原状回復）

宅地防災事業（地滑り・急傾斜地対策）

地域防災インフラの再整備（防潮堤、護岸整備等）

仮設インフラの設置（給水・仮設道路・照明等）

宅地造成・かさ上げ（集団移転や津波被災地の高台移転等）

公共施設（学校、病院、公園等）の再建整備

グループ補助金（中小企業等設備復旧費の補助）

ものづくり補助金、商店街再建補助金

雇用調整助成金（休業補償）

被災地雇用創出支援（緊急雇用事業等）

営業再開支援金（店舗再開に向けた支援）

農林漁業支援（農業施設再建、機械更新、出荷支援等）

被災中小企業の無利子融資・信用保証枠拡大

宿泊割引キャンペーン（ふっこう割、県民割、全国旅行支援）

被災地応援ツアー造成（旅行会社と連携）

観光施設再建補助（宿泊施設、温泉施設、道の駅等）

風評被害対策（SNS活用、マスコミPR、安心宣言など）

地域物産展・観光フェア（首都圏や大都市圏での開催）

地域イベント開催支援（花火大会、マルシェ、温泉まつり等）

温泉施設の再建・共同浴場の修復事業

多言語案内・観光情報整備（外国人観光客対応）

④ 観光復興・

 地域振興施策

③ 事業・

 産業再建支援施策

② 公共インフラ・

 宅地復旧事業

① 被災者生活支援

 施策


